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１．研究目的 

図 1-1 に示すとおり、不適正な物

流・変換によって生じた豊島、青森・

岩手県境、四日市等の大規模不法投棄

問題が、循環型社会を構築する上で大

きな支障となっており、その解決が望

まれている。本研究では、図 1-2 に示

すように、廃棄物等の不適正な物流・

変換管理によって生じた不法投棄等

を、社会・技術システムとして環境再

生する方法を、新たなリスクコミュニ

ケーション(以下、RC)の方法の考えに

基づいて提案する。 

具体的には、図 1-3 に示す①～④の

研究を行い、それらを総合化した⑤に

より、以下のアウトプットを環境再生

方法として提案する。 

(1)協働型 RC 手法の提案 

(2)社会・経済的側面から不適正な物

流・変換管理を改善する方法 

(3)適正な場の設計と跡地活用方法 

(3.1)協働型RCを念頭においた環境モ

ニタリング手法 

(3.2)全量撤去に代わる修復代替案 

(3.3)プラスに変換する跡地活用方法 図 1-2 研究の目的 

不適正な
最終処分システム

不法投棄現場

環境再生のための
社会・技術システムの提案

共生化

環境再生

不適正最終処分場

リスク

コミュニケーション

①適正化 ②資源化

（不法投棄現場）

修　　復

再　　生

③延命化

（不適正最終処分場）

（処分場容量の確保）

物流・変換管理の不徹底
A)適正な物流・変換管理

B)適正な場の設計と跡地活用

 

図１ 研究背景 （社会的・学術的必要性）

不法投棄現場 不適正最終処分場

・豊島，青森・岩手県境，四日市など

大規模現場（50万m3以上）

・残存不法投棄廃棄物

（全2,753件，全1,633.6万トン，H19年度末時点）
（硫酸ピッチ事案とフェロシルト事案を除く）

○不法投棄問題（循環型社会形成の阻害）

解決課題：適正な物流変換管理が徹底されていない。
高コストな全量撤去、住民合意が得られ
ない封じ込め。

○安全・安心な低コスト修復対策

・リスク内容の事例に基づく社会的分析
・リスクとコストがバランスした修復代替案
（全量撤去でも封じ込めでもない）

・既存不適正最終処分場

（538個所，一廃，H10年厚生省発表）

・新規最終処分場の建設が困難

○不適正最終処分場の問題

・適正化（遮水工，浸出水処理施設等の設置）

・資源化（掘削廃棄物の再資源化）

・延命化（新規埋立容量の確保）

○不適正最終処分場再生（掘り起こし）

提案する解決策

解決課題：適正化の動機付けが困難。

提案する解決策

○適正な物流・変換管理による未然防止対策

○修復・再生後の跡地活用

・負のイメージを払拭 ・地域振興

環境再 生

図 1-1 研究背景 
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２．研究方法 

（以下、研究目的の番号と対応） 

(1)不法投棄対策事例アーカイブスに基づく事例解析により、協働型 RC 手法の提案を行う。  

 

(2.1) 不法投棄量が多い建設廃棄物を例に、不適正な物流を抑制する社会経済システムの提案を行

う。さらに、現在有効利用されていないマニフェスト情報利用による不適正保管の未然防

止対策を提案する。 

 

(3.1)協働型 RC を念頭に住民にとって分かり易い簡便迅速な環境モニタリングの一環として、有

害廃棄物掘削時のガスモニタリング手法をオープンパス型ガス計測器を用いて開発する。 

(3.2)実汚染現場において汚染拡散防止対策の効果を検証すると共に、揮発性有機化合物類(VOCs)

を対象とした低コストオンサイト／原位置処理技術の開発を行う。 

(3.3) 青森県不法投棄事案の環境再生事例を参考に、プラスの効果を考慮した跡地活用するために

重要な視点を抽出し、あるべき跡地活用方法を提案する。 

 

３．結果と考察 

(1) 9 つの事案（表 3-1）を対象にしたアーカイブス化（図 3-1）より、住民との RC 事例の解析を

行い課題抽出した。その上で、これまでの行政主導型（図 3-2 左）の短所を克服する協働型 RC

（図 3-2 右）の提案を行った。初段階での住民と協働した RC により、事前に調査や対策に関

する問題を共有しながら、調査・解析、あるいは対策方針の決定を行っていくことができる。 

図 1-3 本研究の全体構成とアウトプット 

不適正処な処分システム（物流管理の不徹底，不法投棄現場・不適正最終処分場）

①事例解析とアーカイブス化
事例のアーカイブスとりまとめ

③汚染レベル（リスクの緊急度等）
の調査・評価手法の開発
簡易迅速モニタリング手法の開発

④低コスト修復・再生要素技術の開発

実証的研究に基づく原位置浄化技術の開発

⑤リスクコミュニケーションを考慮した総合的
環境再生のための社会・技術システムの開発

協働型リスクコミュニケーション手法と
リスクレベルと環境再生レベルに応じた技術システムの構築

アウトプット

②不適正な最終処分システムを改善す
るための社会・経済システムの検討

事例の社会的分析による
改善システムの提案

(1)協働型リスクコミュニケーション手法
(2)不適正な物流・変換管理の改善
(3)適正な場の設計と跡地活用

環境再生方法の提案
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事案名 廃棄物量 事業費 修復対策内容
香川県豊島事案 56.2万t 490億 全量撤去
青森岩手県境事案 87.6万m3 655億 全量撤去
秋田県能代市事案 101万t 25.7億 現地処理
三重県桑名市事案 3万m3 14.7億 現地処理

福井県敦賀市事案 119万m3 101.9億 現地処理

宮城県村田町事案 102.7万m
3 30.1億 現地処理

横浜市戸塚区事案 91万m
3 42億 現地処理

岐阜県北部地区事案 75.3万m
3 99.1億 部分撤去

表 3-1 国から支援を受けている 9 事案 協働型行政主導型

RA RM

RC

初期調査

住民説明会

対策

RA RM

RC

住民説明会

初期調査
対策

課題
①情報開示の遅れ、
決定済事項のみ説明

②住民に迎合して調査不
足となり、全量撤去と
なる

改善点
③住民の声を反映した調
査と客観的な対策

④住民と共にコストも含め
た合理的な調査・対策
選定

②

① ④

③

RA ：リスクアセスメント（調査・解析）
RM ：リスクマネジメント（対策方針の決定）
RC ：リスクコミュニケーション（住民対応）

図 3-2 従来の行政主導型 RC ではない 

協働型 RC の提案 

発覚 調査 修復
時間

発覚までの経緯発覚までの経緯

住民住民

行政行政

原因者原因者

委員会委員会

その他その他

調査手順、
方法等

調査手順、
方法等

修復レベル、方法等修復レベル、方法等

責任追及責任追及

跡地利用跡地利用

背景背景

住民対応住民対応

ス
テ
イ
ク
ホ
ル
ダ
ー メディアメディア

図 3-1 ステイクホルダーの行動と関係に着目した不法投棄対策のアーカイブス化 
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(2)不適正な物流・変換管理の

改善点として、①産廃処

理業優良性認定が、処理

業者選択の経済的インセ

ンティブに積極的に結び

ついていること、②不法

投棄が排出事業者にとっ

て経済的に合わないこと

の周知が必要であること

を示した。さらに、マニ

フェスト情報と施設の基

本的データを電子化しチ

ェックすることで、図 3-3

に示すように不適正保管

等の検出が可能であることを示した。 

 

 

(3.1)オープンパス型ガス計測器を用いた簡便な方法（図 3-4）により、風向きを考慮すれば、有害

廃棄物掘削作業時に伴う周辺環境影響を敷地境界で検知できることを示した（図 3-5）。 

 

（a）積替保管場での年間受入容量オーバー

（b）中間処理施設での年間受入容量オーバー

年間搬出量

年間保管上限

年間可能処理量

（ｄ）受入許可項目以外の廃棄物の受け入れている場合

実際の年間搬入量

（e）許可の更新をしていない施設での廃棄物の受け入れている場合

保管上限 ÷７ × 年間搬出日数
（1日平均搬出量×７）

1日処理能力 × 年間稼働日数
実際の年間受入量

その他の発見出来るケース

排出
事業者

積替
保管場

中間処理
施設

最終
処分場

（c）最終処分場での埋立地容量オーバー

年一回のマニフェスト情報 業者の許可申請時情報

図 3-3 マニフェスト情報による不適正保管等の検出可能性 

北

(North)

南

(South)

西

(West)

東

(East)

現場側

ハンディータイプオープンパス型メタン計測器

反尃板

風向風速計

北

(North)

南
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西

(West)

東

(East)

現場側

ハンディータイプオープンパス型メタン計測器

反尃板

風向風速計

図 3-4 メタン濃度モニタリング方法 
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図 3-5 敷地境界でのメタン濃度測定例 

    （掘削現場が風上、風下時） 
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(3.2-1)図 3-5 に示す遮水壁とキャッピングが施さ

れた現場のモニタリングより、汚染拡散防

止対策の効果が確認された（図 3-6） 

 

(3.2-2) VOCs 汚染廃棄物（熱灼減量 17%）を対象

に、撹拌混合（図 3-7）と微生物分解（表

3-2）によって、ベンゼン等のオンサイト処

理が可能なことを示した。さらに、大型実

験槽（図 3-8）を用い、嫌気性条件下では脱

塩素反応（図 3-9）が生じ、空気注入による

好気条件下では、揮発と微生物分解により

VOCs 濃度が低下する（図 3-10）ことが確

かめられ、原位置浄化が可能であることを

示した。 

 

0

100

200

300

400

500

-2500 -2000 -1500 -1000 -500 0 500 1000 1500

不法投棄現場中央部(県境)からの距離 [m]

標
　
高

  
[m

]

0

100

200

300

400

500

旧水源下流沢

旧水源地(湧水)

小端川

杉倉川

浸出水処理施設

産廃不法投棄現場

鉛直遮水壁

地下水の流れ

表面遮水シート

表流水

ア-6

ア-8

ア-10

図 3-5 不法投棄現場断面図および地下水調査地

点 
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濃
度
　
[m
g/
L
]

八戸圏域水道企業団 青森県

塩化物イオン
1

2

3

4

図中の横棒および数字は，汚染拡散防止事業の工事期間を
示す．
①仮設浄化プラント
②浸出水導水・雤水排水路
③浸出水処理施設
④鉛直遮水壁

A県企業団データ A県データ

図 3-6 旧水源地の塩素イオン濃度の変化 
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生石灰添加量

図 3-7 生石灰添加量とベンゼン残存率の関係 

   （90 分撹拌+24 時間静置） 

生石灰添加効果なし 

撹拌無し 撹拌有り 0.5 wt% 1.0 wt% 5 wt%
ベンゼン 0.094 0.16 0.026 0.060 0.011
トルエン 0.17 0.069 0.080 0.10 0.0077
キシレン 0.11 0.095 0.016 0.026 0.0077

TOC 0.052 0.029 0.044 0.017 -0.0047

CaO添加CaO無添加

表3-2 撹拌静置後サンプルを用いた微生物

分解試験結果（一次分解速度を仮定した場合

の分解速度係数(1/day)） 

生石灰添加による高 pH により微生物活動が阻害 

 

C11 C12
C14C13

C21 C22
C24C23

C31 C32
C34C33

C41 C42
C44C43

エアータンク38L 

v

注入ホース

排気ホース

コンプレッサー
空気到達範囲

サンプリングポート
（ファーメドチューブ先端にセプタムを挿入）

図 3-8 大型実験槽（1600mm×1200m×300mm、 

試料量約 600 kg）による空気注入試験 
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(3.3)跡地活用方法が検討されている（表 3-3）青森事案を参考に、今後あるべき跡地活用方法の検

討に必要な視点を図 3-11 に、そしてプラスの視点を考慮した跡地活用方法の検討例を示した

（図 3-11）。 

 

表 3-3 各不法投棄事例の修復対策と跡地利用計画の状況 

サイト名 修復対策 跡地利用計画 土地の所有者等の課題 

香川県 

豊島事案 

全量撤去 

（遮水壁、キャッピング、水処理） 

元の自然に戻す 住民会議所有 

青森・岩手県境事

案 

全量撤去 

（遮水壁、キャッピング、水処理） 

青森県：検討中 

岩手県：検討予定 

青森県側：青森県所有 

岩手県側：原因者所有 

秋田県 

能代市事案 

現地処理 

（遮水壁、キャッピング、水処理） 

なし 原因者所有 

三重県 

桑名市事案 

現地処理 

（遮水壁、キャッピング、水処理、フラ

ッシング） 

なし 原因者所有 

福井県 

敦賀市事案 

現地処理 

（遮水壁、キャッピング、水処理） 

検討中 複数の所有者 

宮城県 

村田町事案 

現地処理 

（遮水壁、キャッピング、水処理） 

  

横浜市戸塚区事

案 

 

現地処理 

（廃棄物崩落・飛散防止のための擁壁、

整形） 

検討中 複数の所有者 

岐阜県岐阜市事

案 

部分撤去 

（遮水壁、キャッピング、水処理） 

なし 複数の所有者 

福島県 

いわき市事案 

ドラム缶：撤去処理 

汚染土壌：現地処理 

（遮水壁、キャッピング、水処理） 

なし 原因者所有 
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濃
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p
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図 3-10 廃棄物層内の気相中ベンゼン濃度の

変化 
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図 3-9 サンプリング水中の PCE と分解性生

成物の濃度の経時変化 



7 

 

 

 

４．結論 

(1)不法投棄事例解析に基づき、従来の行政主導型ではない新しい協働型 RC を提案した。 

(2)不法投棄等未然防止に向けた不適正な物流・変換の社会経済的測面からの改善点として、産廃

処理業者優良性評価が業者選択のインセンティブになること、そしてマニフェスト情報活用の

必要性を示した。 

(3.1)協働型 RC に基づく簡便迅速環境モニタリング方法として、有害廃棄物掘削作業時のガスモ

①持続可能な社会形成の視点

「循環型社会」、 「低炭素社会」、「自然共生社会」の3つの社会の統合を考慮し、不法投棄等の未然

防止に向けた適正な物流変換・管理を行うための跡地利用やその取組内容を全国に情報発信するな
どの要素が環境再生に取り込まれるべきである。

②積み重ねられてきた教訓、経験、知恵、技術の継承

住民対応、調査・解析、修復方針の決定、修復方法の検討、そしてモニタリングなど、前例のない問題
に対して、関係者がそれぞれの立場で、知恵を絞り、技術的・社会的側面から総合的に問題解決してき
たプロセスを、他の同様の事例に活かされるよう、また次世代に継承していく視点が重要である。

③県民、国民の視点

国税や県税などの税金により、その不法投棄現場が修復された場合には、現場周辺の住民に配慮は
勿論、税金負担者である県民や国民の視点にたった環境再生が検討されるべきである。このような意
味で、環境再生を検討する各段階においても、地元の意見、県民の意見、全国民の意見を反映される
仕組みも重要である。

④プラス（付加価値）の視点

不法投棄等の現場の修復には、多額な税金が費やされることから、税金投入の性格上、税金負担者全
体にとって、つまり、国民にとって何らかのプラスの効果が得られるような、跡地利用を考える必要があ
る。この際、プラスの効果の考え方に関しては、単なる経済的な側面から地域振興（ハード）だけではな
く、ソフト面の総合的な地域づくりという視点が重要である。

図 3-10 環境再生としての跡地活用方法検討にあたって必要な視点 

図 3-10 プラスの視点を考慮した跡地活用方法の検討例 

⑤県民によるワークショップ
県民の直接参加による討議方式により、県民意向の掘り下げを行う。

県民意向の傾向把握

①ホームページによるアンケート
②大学等の研究機関によるアンケート結果の活用
③小中学校や地元住民に対するアンケート

④地元意見集約

地元の意見

⑥全国提案募集
全国の専門家に、具体的な跡地利用方法を提案してもらう。
優秀な提案を選定し、協議会でプレゼンテーション・表彰を行う

県民意向の掘り下げ

全国提案募集

計画案の検討

⑦協議会による環境再生計画の検討
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ニタリング手法を提案した。 

(3.2)全量撤去に代わる低コストの修復対策案として、「汚染拡散防止対策」と「オンサイト又は原

位置浄化対策」の組合せが技術的に適用可能なことを示した。 

(3.3)本研究ではじめて、プラスの効果を視点とした不法投棄現場の跡地活用検討例を示した。 

 

 以上、不適正最終処分システムを環境再生するための社会・技術システムの開発ができ、周辺

住民のみならず県・国民の視点から、低コストで不法投棄現場の修復が可能なことを示した。 
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